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１．コーポレートガバナンス・コードの改訂

２．サステナビリティ推進に向けた取組み
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コーポレートガバナンス・コードの沿革

コーポレートガバナンス・コードの策定
（コンプライ・オア・エクスプレインに係る上場規則改正）

２０１５年

コーポレートガバナンス・コードの改訂
※あわせて非財務情報がESG要素に関する情報を含むことを明確化

２０１８年
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コードの
目的

健全な企業家精神の発揮を促し、会社の持続的な成長と中長期的な企業
価値の向上を図ること

コードの
役割

株主を含むステークホルダーの立場を踏まえた上で、透明・公正かつ迅
速・果断な意思決定を行うための実効的な仕組み（ベストプラクティ
ス）を示すこと

コードの
適用

原則主義（各原則の趣旨・精神に基づき、当事者が自ら対応を評価）と
コンプライ・オア・エクスプレイン（個別事情を踏まえて実施を判断）

CGコード改訂
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コード見直しの３つの背景
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３年に１度の定期的な見直し
（コードは不変のものではなく、目的実現のために継続的な見直しが必要）

社会・経済環境の急変
（新型コロナウイルス感染症の拡大、ＤＸ、気候変動への対応）

東京証券取引所における市場区分の再編成
（プライム市場の上場会社に期待される「より高い水準のガバナンス」）

CGコード改訂
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取締役会の
機能発揮

 プライム市場上場会社において、独立社外取締役を３分の１以上選任（必要
と考える場合には、過半数）

 指名委員会・報酬委員会の設置（プライム市場上場会社は、独立社外取締役
を委員会の過半数選任）

 経営戦略に照らして取締役会が備えるべきスキル（知識・経験・能力）と、
各取締役のスキルとの対応関係の公表

 他社での経営経験を有する経営人材の独立社外取締役への選任

中核人材に
おける

多様性確保

管理職における多様性の確保（女性・外国人・中途採用者の登用）について
の考え方と測定可能な自主目標の設定

多様性の確保に向けた人材育成方針・社内環境整備方針を実施状況とあわせ
て公表

サステナビ
リティを巡
る課題への
取組み

プライム市場上場会社において、ＴＣＦＤ又は同等の国際的枠組みに基づく
気候変動開示の質と量を充実

サステナビリティについて基本的な方針を策定し自社の取組みを開示

コーポレートガバナンス・コード改訂の主なポイント

（※）プライム市場上場会社向けの原則は、 新市場区分移行後（２０２２年４月４日以降）に適用
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１．コーポレートガバナンス・コードの改訂

２．サステナビリティ推進に向けた取組み

2.1 上場会社のESG関連の取組支援

2.2 投資家へのESG関連商品の提供
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2.1 上場会社のESG関連の取組支援

 「コーポレートガバナンス・コード」において、上場会社がESG

情報を含む非財務情報の提供に積極的に取組むことを推奨

 2020年3月、「ESG情報開示実践ハンドブック」 を

作成、公表

 2020年11月、「JPX ESG Knowledge Hub」開設
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サステナビリティ推進
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2.2 投資家へのESG関連商品の提供

ETF

 ガバナンスに焦点を当てたJPX日経インデックス400やJPX中小型株指数の他、設備投
資・人材投資、 「S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数」 をはじめとする環境、ESG全般、
インフラファンドに関する株価指数を算出、公表

テーマ
銘柄

 経済産業省と共同で、なでしこ銘柄（2012年度～）、健康経営銘柄（2015年度
～）として、優れた取組を行う上場会社を年1回選定・周知

株価
指数

 ESG関連指数に連動するETF、ETNが上場
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インフラ
ファンド

 再生可能エネルギー発電設備を投資対象とするインフラファンドを上場

プロボンド

 グリーンボンド・ソーシャルボンドの情報開示を任意に行うための開示プラットフォームを
2018年に開設

- ソーシャルボンド：独立行政法人国際協力機構（JICA）発行銘柄が利用
- グリーンボンド ：地方公共団体金融機構の発行銘柄が利用

サステナビリティ推進
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上場会社としてのJPXのESGへの取組み
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 2021年7月 気候変動への対応として、2024年度までにJPXグループ全体での
カーボン・ニュートラル達成を目指すことを公表

 2021年10月 東証ビル、大証ビルの電力契約を再エネメニューに切り替え

 2022年度 JPX自らが再生可能エネルギー発電設備を保有し、再エネを創出

1.脱炭素社会への貢献

2.循環型社会への貢献

3.環境マネジメント

 2024 年度までに JPX グループ全体で消費する電力の 100%
を再生可能エネルギーに切り替え

 同時期までに JPX グループ全体でのカーボン・ニュートラル達成
を目指す

 資源消費量・廃棄物の削減やグリーン調達の推進により、循環
型社会の進展に貢献

 環境問題への取組みを重要な経営課題の一つと認識
 環境関連情報の積極的な開示により、ステークホルダーや社会と
の対話を図る

4.環境保全活動実践の
働きかけ

 環境課題に対する意識を醸成するための啓蒙などを通じて、社
会全体の環境保全活動を推進

サステナビリティ推進
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